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要約
環境共生型という整備手法を用いた住宅地開発は、建設省をはじめとして、公共セクター
主導のもと行われてきた。市民の地球環境問題への意識の高まりや住宅産業界における社
会的責務から、民間セクターによる供給も増加しつつある。
しかしながら、実際に環境共生型の住宅地では、真に質の高い環境が担保されているの
か、導入された環境共生技術がどのような効果をもたらしているのか、といった事後的な
評価を行った例はほとんどない。また、効果の有無について何ら検証が行われていないだ
けでなく、どのように評価すべきかという評価手法についても何ら議論されていないとい
うのが実情である。
そこで、本稿では、環境共生型の住宅地をどう評価すべきか、評価に必要な視点を明ら
かにするとともに、さまざまな住環境の評価手法について整理し、環境共生型住宅地の評
価手法としての適用性についての考察を行った。
まず、環境共生型住宅地の評価の枠組みとして3つの視点を示した。第一に環境共生型
住宅地整備を住環境整備事業として評価する視点、第二に「環境共生型Jという整備手法
の効果に対して評価する視点、第三に住宅地の整備プロジェクトとして事業性を評価する
視点である。第一、第二の視点では物的単位の評価指標を用いた物理的環境評価手法、第
三の視点では経済的評価手法の適用が望ましいと考え、各手法の特性や利点・問題点を具
体的に指摘し、住環境評価への適用性について検討した。
物理的環境評価手法としては主として物的環境指標や地域住民の意識調査等の環境指標
を用いた評価手法が適していると考えられる。経済的評価手法としては、 CVM(仮想的
市場法)、トラベルコスト法、へドニック価格法を取り上げ検討した結果、その手法の特
性やバイアスの存在等指摘されている手法論的な問題点をクリアした上でCVMを適用し
ていくことが望ましいと考えられる。
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1.はじめに
環境共生型の住宅開発は、建設省の「環境共生
住宅建設推進事業(1992年度創設)Jr環境共生住
宅市街地モデル事業 0993年度創設)Jをはじめ
として、公共セクター主導のもと行われてきた。
市民の地球環境問題への意識の高まりや住宅産業
界における社会的責務から、民間セクターによる
供給も増加しつつある。現在、環境共生型という
住宅地開発が発展途上であることを考えると、本
来ならば、実際に真に質の高い環境が担保されて
いるのか、導入された環境共生技術がどのような
効果をもたらしているのか、といった事後的な評
価を行い、問題点・改良点等を明確にすべきであ
る。しかしながら、制度制定後、初期に整備され
た環境共生住宅は、公共セクターの助成事業で
あっても、環境共生の効果の計測や事業の評価は
義務付けられているものではなく、実際にモデル
プロジェクトについて事後的な評価を行った事例
はほとんどない。建築分野では主に室内の環境や
住宅の性能等についての研究が重ねられている
が、住環境としての総合的な環境については、何
ら検証が行われていないだけでなく、どのように
評価すべきかという評価手法についても議論され
ていないというのが実情である。
そこで、本稿では、まず、環境共生型の住宅地
をどう評価すべきか、評価に必要な視点を明らか
にするとともに、さまざまな住環境の評価手法に
ついて整理し、環境共生型住宅地の評価手法とし
ての適用性についての考察を行う。
なお、本稿では、環境共生型住宅地とは、「自
然との共生や環境の負荷の軽減を図ることを目的
とした環境技術の積極的な導入を図る」という整
備手法(以下、環境共生的手法)を用いた住宅地
を指す。建設省定義では「環境共生住宅」という
言葉に住環境まで含んでいるが、一般的には住宅
そのものを指して用いられる場合が多い。従って
本稿では住宅単体ではなく、住環境として捉える
ことを明確にするために「環境共生型住宅地j を
用いるものとする。
2.評価手法の基本的考え方
2. 1 評価の視点
環境共生型住宅地の住環境の特性は、「環境共
生住宅」の基本要件と実現手法から概観すること
ができる(表1)0 r環境共生住宅j の整備は、良
好な住環境を担保するという住宅政策としての側
面と、省エネルギーシステムの導入や自然環境の
保全等の環境政策としての側面を有しているとい
える。
この事業特性から、環境共生型住宅地を評価す
るためには、次の 3つの視点が考えられる。
第一に環境共生型の住宅地整備を良好な住環境
を確保するという意味で住環境整備事業として評
価する視点、第二に「環境共生型Jという整備手
法の効果に対して評価する視点、第三に住宅地の
整備プロジェクトとして事業性を評価する視点で
ある。
第一の住環境整備事業としての評価の視点は、
住宅地の整備手法を問わず、居住空間として一定
の住環境を満たしているかを評価し、問題点を抽
出するために必要である。評価の対象は、居住空
間の環境の質である。環境の質を捉える方法は多
数存在すると考えられるが、従来の都市計画の分
野で行われてきた物的環境を示す指標から評価す
る方法やアンケート等を用いて住民に直接的に満
足度や問題点を問う方法がある。第二の環境共生
型整備の効果に対する評価の視点は、環境保全・
改善のための技術を付加的に導入したことに対し
て、各技術がどのくらい効果をもたらしたのか、
あるいはどの技術がより効果的であるのか等、用
いた整備手法の妥当性を評価するために必要であ
る。評価の対象は、一般の住宅地に比べて変化し
た環境の質である。環境の質を捉えるという意味
では第一の視点と同様であるが、捉えるべき環境
の質の空間的スケールが、整備地区内に限定され
ず、地球環境という広い範囲に及ぶ点が異なる。
第三のプロジェクトとしての事業性評価の視点
は、環境共生的手法として付加的に導入された技
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表 1 環境共生住宅の基本要件と実現手法
基本要件 実現手法
地球環境の保全 住宅の生産・建設・維持・廃棄に関わ -エネルギーの消費削減と有効利
(Low Impact) るそれぞれの過程で、省資源・省エネ 用
ルギーを図り、自然・未利用エネルギ -自然・未利用エネルギーの有効
ーを活用するなど、地球環境の保全に 利用
ついて適切な配慮がなされているこ -資源の有効利用
と。
-廃棄物削減
周辺環境との親和性 住宅の計画・構・工法、維持管理、 -生態的豊かさと循環性への配慮
但ighContact) 住まい方などの面で、自然環境や地域 -建物内外の連関性の向上
社会等の周辺環境との調和について、 -地域の社会・分化との調和
適切な配慮がなされていること。 -住み手の共生的活動の支援
居住環境の健康・快適性 住居の内部・外部における居住環境の -自然の恩恵の享受
(Health & Amenity) 健康性、快適性等の実現について、計 -安全かっ健康で快適な室内環境
画、維持管理、住まい方のそれぞれの -美しく調和したデザイン
面で、適切な配慮がなされていること。 -豊かな集住性の実現
資料)建設省住宅局住宅生産課資料より作成
術に対しての投資効果や、住民が求める環境改善
レベルと環境整備にかかる費用の均衡点を求め投
資の効率性を評価するために必要である。評価の
対象は第一、第二の視点を合わせて捉えられた環
境の質である。物的指標や住民意識から定量化さ
れた環境の質を貨幣換算し、便益・損失を計測す
ることになる。従来のように住宅地開発による経
済効果などの市場を有する財のみで評価するので
はなく、自然環境の保全による効果など市場を有
しない財も含めた広い枠組みで評価することが重
要であろう。
2. 2 評価手法の分類
評価手法は広義的な意味で、評価結果が貨幣単
位で表される経済的手法と、それ以外の物的単位
量で表される物理的環境評価手法が適用できるだ
ろう。物理的環境評価手法は、不良住宅率、緑被
率といった物的環境を示す指標や、物理的に計測
困難な指標については住民意識調査等の統計的手
法を用いて定量化し環境指標として用いるもので
ある。経済的評価は、環境の質を評価するという
意味では物理的環境評価手法と同様であるが、評
価結果が環境の質の便益として貨幣単位で示され
る点が異なっている。経済的手法では評価結果を
貨幣単位で示すことによって、費用との比較が可
能となりプロジェクト評価に用いることができ
る。また、評価を実施する時期については、事業
実施前(計画段階)における事前評価と、実施後
(整備済み段階)に行う事後評価がある。個別に
評価する内容は異なるが、大きくは、「計画内容
について是非を問う評価」と「地域の現況を分析
する評価Jに分類できる。環境共生型整備の効果
に対する評価、プロジェクトの事業性評価につい
ては、計画そのものの実効性について評価する必
要がある。他方では、事前評価として計画策定時
に地域の問題点を抽出する、あるいは事後評価と
して事業実施の効果を計測することを目的とし
て、地域の現況分析を行う必要がある。
2. 3 環境の定義
各手法を用いる前提として、まず、評価対象と
なる「環境Jをどのように捉えまた定義している
のかを整理する必要がある。
物理的環境評価手法も経済的手法も環境を評価
するという意味では共通している。しかし、環境
を捉えるスタンスの違L、から「環境Jの定義にも
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表2 環境共生型住宅地の評価の枠組み
評価 視点1 視点2 視点3
の 住環境整備としての適正さの 環境共生型整備の効果に対す プロジェクトの事業性評価
視点 評価 る評価
目的 居住空間の問題点を抽出する 環境保全・改善技術の効果の 住宅地整備の投資の効率性を
有無・程度を計測する 判断する
対象 居住空間の環境の質 各環境保全・改善技術によっ 環境の経済的価値(全環境の
て変化した環境の質 質)
方法 物的環境評価手法 物的環境評価手法 経済的手法
(評価結果が物量単位) (評価結果が物量単位) (評価結果が貨幣単位)
計画の評価 (r環境共生度Jの|計画の評価(住民、事業主体
評価等の便益・損失を計測)
現況分析(整備効果の計測) I現況分析(住民、事業主体等
の便益・損失を計測)
若干の違いがある。物理的環境評価手法は、環境
を「環境の質jとして捉える概念であるのに対し、
経済的手法では「環境の質の価値」として捉える
概念である。
(1) 物理的環境評価手法における定義
物理的環境評価手法における環境評価の基本的
な考え方は、 WHO(世界保健機構)によって1961
年に rWHO住居の公衆衛生問題委員会報告Jで
述べられた概念に基づいているといえよう。この
なかで環境衛生分野における基本的人間的欲求条
件 (humanrequirement)として、安全性 (safe-
ty)、健康性 (health)、利便性 (efficiency)、
快適性 (comfort)の4つの側面から環境を捉え
評価する方法が示された。
同様に、日笠(1960)は各項目を達成すべき環
境の目標として、より具体的に以下のように定義
している。
① 安全性 (safety)…生命・財産が災害から安
全に守られていること。
② 健康性 (health)…肉体的・精神的健康が
守られていること。
③ 利便性 (convenience)…生活の利便性が経
済的に確保されていること。
④ 快適性(amenity)…美しさ・レクリエーショ
ンなどが十分に確保されていること。
わが国では、これらの評価項目が環境における
目標、環境を構成する基本要件として適用され、
環境評価の基本概念になっているといえる。環境
の質と評価指標は表裏一体であり、ある特定の環
境の質を示す指標としてその環境指標は正しく選
択されているか、また、ある環境指標はその環境
の質を的確に捉えているか、充分な注意が必要と
されるだろう。
また、物理的環境評価手法では、物理的に計測
可能かどうかによって環境の質の捉え方が異な
る。物理的に計測可能な環境の質を評価する際に
は、不良住宅率、接道条件、公園面積等をはじめ
とした住環境水準を示す間接的指標や、大気汚染
濃度、水質、騒音等の直接的に環境のレベルを示
す指標等、客観的に定量化が可能な指標が選択さ
れる。しかし、自然環境がもたらす居住者のアメ
ニティ効果や住環境に対する満足度など、物理的
な指標からは計測不可能な環境も存在している。
この場合、住民意識調査等を用いて主観的に定量
化されることが多い。住環境整備事業の採択要件
からもわかる通り、概して公共事業の執行には客
観性が求められるため前者の指標が用いられてい
ると考えられる。
(2) 経済的手法における定義
経済的手法では環境を貨幣的尺度で評価する、
すなわち環境の質を経済的価値として捉える概念
が用いられる。
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経済学的には、環境は、環境財として以下のよ
うな特性を有しているとされる。
① 公共財的特性
② 不可逆性
③ 固有性
④ 不確実性
そして、環境の全経済的価値は、「利用価値
(uservalue)Jと「非利用価値 (non-usevalue) J 
によって構成される概念で表される。
利用価値は(利用者便益)は、環境を直接的、
間接的に利用して得た便益「利用価値 (useval-
ue)Jと、将来環境を利用するというオプション
が残されているという「オプション価値」、将来
利用価値が発生する可能性を有するという「準オ
プション価値」がある。
非利用価値は、財の実際のあるいは潜在的利用
可能性とは無関係で財の真の性質それ自体が有す
る価値であるという意味で固有価値Cintrinsic
value)といわれる場合もある。非利用価値は、
人聞がそれに「非利用価値」を認めて選好するこ
とによってその価値が与えられるという考え方が
基本となる。財そのものが有する「存在価値(exis-
tence value) Jや、子どもや孫の世代に残すとい
うことによって得られる便益「遺贈価値(bequest
value)Jがある。
したがって、環境の総経済的価値は、利用価値
と非利用価値の総計であるといえる。
環境の経済的価値は、評価する環境の質が財や
物理的に計測可能な環境
の質
※客観的指標に定量化
物理的に計測不可能な環
焼の質
※主観的に定量化
物理的環境評価手法による評価
評価指標:物的単位
サービスが取り引きされる市場で観察可能か否か
で計測方法が異なる。市場で観察可能な場合は実
存する市場が、観察不可能な場合は代理市場、擬
似的に設定された仮想的市場が用いられる。環境
の質のほとんどが市場で取り引きされない、つま
り観察不可能であると考えられる。「環境の質j
と「環境の価値」各々の定義について、その関連
性を図示したものが図 lである。
環境の質(のみ)の市場は存在せず、私的財の
ように質に対する需要は明らかにされない。すな
わち需要と供給という市場によって環境の質の価
格が決まるものではない。環境の経済的価値は、
環境の質を経済的手法を用いて貨幣単位で表した
ものであるといえる。
3.物理的環境評価手法の考え方と方法
3. 1 考え方
わが国の都市計画における居住環境の評価は、
住環境整備事業をはじめとした住宅政策及び都市
環境問題の顕在化による環境政策の流れととも
に、基本的な考え方や手法も変容してきたといえ
るだろう。都市計画分野での住環境評価は、地域
の特性をどのように把握するのか、問題抽出のた
めにどのような指標を用いて評価すべきか等、問
題抽出・解決のための現状分析として実施されて
きたという経緯がある。したがって評価手法は状
貨幣的に評価さ
れた環境の質
=環境の経済的
価値
図1 環境の質と環境の価値の概念
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況や地域性に応じてその都度構築・研究が行われ
てきており、内容も多岐にわたっていると考えら
れる。住環境評価のあらゆる事例について分類・
分析することは、本研究の範囲ではないので行わ
ないが、代表的な既往研究や地方自治体の取り組
み例から、評価手法を分類し、その特性を整理す
るものとする。物理的環境評価手法は、大きく次
の2つに分類できる。
まず、第ーには住環境整備事業の判定及び優先
地区の選定を目的とした絶対的な評価手法があ
る。保健性・安全性というシビルミニマムの観点
から、一定の住環境の水準を示す指標、例えば不
良住宅率や不燃化率、接道面積などきわめて限定
的な要素(指標)によって評価を行うものである。
第二には地域の環境の質を定量化し、環境政策
の意志決定を支援することを目的とした環境指標
による評価手法があげられる。快適性(アメニ
ティ)や利便性、地域性といった視点から、生活
空間としての総合的な環境を客観的に評価するも
のである。
前者は住宅政策的なスタンスから評価の必要性
が生じたものであると考えられるが、後者はむし
ろ環境政策的なスタンスからの評価であるといえ
るだろう。
3. 2 物理的環境評価手法の分類及び特性
次に、 3.1で述べた二つの方法について、その
特性を示す。
手法 1については、住環境整備事業に代表され
る環境整備事業の実施の際に用いられる。指標例
としては、不良住宅率、不燃化率、地区内公園面
積等、さまざまな指標がある。それぞれの指標は
いずれも独立的であり、各指標が示す水準が目標
水準に達しているかと、うか、一般的水準と比較し
て高いか低いかという判定を行うものである。各
指標が目標水準を満たしていなければ「環境が悪
い」と判定され事業が実施される。また、他地域
よりも環境水準が低いと判定されれば優先的に事
業が行われる。事業決定段階で「どの程度環境を
改善するのか」という目標水準が各指標ご‘とに設
定されるため、環境整備後は目標水準以上の環境
が形成されることになる。
手法2の代表的な方法として、環境指標を用い
た評価方法がある。環境指標は、大気汚染濃度、
水質、騒音、緑地率、公園率等の環境特性を示す
個別指標を説明変数とし、安全性、保健性、利便
性、快適性、まちの個性等を示す総合指標に統合
化して用いるものである。この環境指標の作成の
表3 物理的環境評価手法の分類及び特性
手法1 手法2
評価の目的 住環境整備事業の実施地区・優 政策決定支援(地域の環境の質の
先順位の選定 定量的分析)
評価のスタンス 住宅政策としての位置づけ 環境政策としての位置づけ
冊体系l価値騨 安全性・保健性 利便性・快適性一人間の生存 一豊かさ・ゆとり
評価方式 絶対評価 相対評価
目標 個別副次目標志向 上位目標志向
目標達成基準 特定基準の達成 目標水準の最大化
計測 客観指標による科学的裏付け 主観指標を含めた社会合意
非選択的 選択的
選択規範 公平性 効率性
資源措置 必要による積算 配分
評価の尺度 -物的環境指標 -物的環境指標
-地域住民の意識調査
適用範閤 -住環境水準の評価 -環境指標による現況分析
-事業実施による目標達成度評
イ西
資料)梶秀樹他(1985)に一部修正・加筆
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試みは、地方自治体が環境管理計画策定の現状分
析として実施したものであり、個別指標、総合指
標ともに選択された指標は各研究ごとに異なった
ものとなっている。また、住民がどのような環境
を重視しているのかという意味で、個別指標の各
指標ごとに住民意識調査による重みづけがされて
いる。これは地域によって住民の環境への欲求が
異なることを意味しており、ある地域で作成され
た環境指標が必ずしも他地域の環境の質を正確に
評価するものとはならないことを示唆している。
環境共生型の住宅地であれば、自然とのふれあ
いや、まちの美しさ・きれいさ等快適面が高い評
価を得ることになるであろう。
環境共生型住宅地を物理的環境評価手法を用い
て評価する場合、環境共生型住宅地は中間水準の
住宅地の環境改善が行われることから、手法 lは
適さず、手法2のような総合指標型の評価が望ま
しいと考えられる。
このような物理的環境評価手法は、都市計画に
おける住環境の評価手法として用いられてきてお
り、地域の特性を把握し正確に現状分析を行うこ
とが第ーの目的とされてきた。特に、今後どのよ
うな施策を導入すべきか、計画を策定すべきかと
いう段階、主として計画段階で事前評価の際に用
いられてきたといえるだろう。
一方で事業実施後にと、れだけ住環境の水準が向
上したのかという事後評価は、ほとんど行われて
こなかったともいえる。今後は、環境共生型住宅
地も含め住環境の評価を行う場合には、事前評価
では、代替案評価を含め最適な計画であるかと、う
かを評価すること、事後評価では、整備効果の評
価を行うことが重要であると考えられる。計画案
の評価は、従来の現状分析に重点をおいた評価手
法がそのまま適用できるとは限らない。計画案を
評価する一定の尺度として、計画案の評価手法を
研究する必要があるだろう。
4.経済的手法の考え方と方法
一般に物理的環境評価手法では、評価論におけ
る「環境Jは「住環境」あるいは「居住環境j と
同義で用いられることも多いが、経済的評価では
必ずしも住環境に限らない。農用地、山林、自然、
公園、河川などのあらゆる環境が含まれていると
考えられる。したがって、本章ではまず、経済的
手法の基礎となる理論・方法を整理し、そのなか
で住宅地の適用性についての検討へと理論展開す
るものとする。
4. 1 考え方
経済的評価では、社会資本整備、環境投資等に
よる経済効果という金銭的な便益や費用を評価す
るだけでなく、環境改善による居住者への非金銭
的(心理的)な便益をも含んでいる。環境改善(悪
化)のプロジェクトによって誰がどれだけの便益
を受け、またどれだけの損失をこうむるかを評価
することができる。
4. 2 評価方法
経済的手法の代表的な評価方法は、仮想的市場
法 (CVM)、仮想的順位法 (CRM)、 トラベル
コスト法、へドニック価格法、代替法等がある。
いずれも環境の価値を推定する方法であるが、評
価の対象となる環境財の性質によってそれぞれの
手法が使い分けられている。
4. 3 環境共生型住宅地への適用
ここでは、代表的な仮想的市場法、トラベルコ
スト法、へドニック価格法についてその特徴を整
理し、環境共生型住宅地の評価方法としての適用
性について検討する。
それぞれの手法に利点・問題点があるが、住宅
地評価として適用性を考えると、へドニック価格
法、仮想的市場法の適用が望ましいと考えられる。
トラベルコスト法は行動分析であり、対象地への
移動費用を用いることから、居住地と対象地域聞
の移動が発生しない住宅地の評価には適さない。
住宅地の環境評価に最も適用されている手法はへ
ドニック価格法である。ミクロ経済学の理論にも
とづく理論研究が蓄積されており、実証研究も国
内外で行われている。仮想的市場法はバイアスが
存在し、仮想的な市場と現実の市場との事離から
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表4 主な便益計測方法の比較
仮想的市場法 トフベルコスト法 ヘドーツク価格法
(Contingent Valuation (Travel Cost Method) (Hedonic Price Method) 
Method) 
分析のタイプ 意識分析 行動分析 市場分析
使用する尺度 環境変化に対する支払意 交通費等対象までの旅行 土地・住宅価絡等の資産
志額や受入補償額 費用(機会費用を含む) 価値
適用範閤 あらゆる環境財に適用可 レクリエーション、景観 アメーアイ、水質汚染、
官E 等 大気汚染、騒音等
利点 -適用範囲が広い -必要な情報の種類が少 -データが豊富で安定し
-非利用価値の評価が可能 ない ている
問題点 -様々なバイアスが存在 -非利用価値の評価が困 -適用範囲が地域的なも
する 難 のに限定される
-アンケート調査を実施 -適用範囲がレクリエー
するためデータ収集コス ション等現実の行動とし
トが高い て表れるものに限定され
-評価が主観的で客観性 る
にかける
資料)栗山(1997)、肥田野(1992)、盛岡・藤田(1995)を参考に作成
信頼性がかけるという問題はあるが、あらゆる財
に適用可能であるという利点がある。国内の既往
研究では、農用地の保全機能、生態系の保全といっ
た自然環境に対する評価が多くみられている。住
環境については林山 (1997)が都市内歩行空間の
評価を行っているほかはほとんど適用されていな
いが、理論的には適用可能であると考えられる。
へドニック価格法、 CVMともに、理論的には
環境共生型住宅地の評価手法として適用可能であ
るが、それぞれに長所・短所がある。住宅地の環
境評価手法として実績があるのはへドニック価格
法であるが、環境共生型住宅地の開発規模が小さ
く地区内で分析に必要な標本数を確保することは
困難なこと、主として公共セクターが住宅政策の
一環として整備をしている(完全な住宅市場では
ない)ことを考慮すると、必ずしも適していると
はいえないだろう。
一方、 CVMは現在手法としての精織化が研究
されている段階であり、調査結果に十分な信頼性
を得ることができないという問題がある。加えて
住宅地への適用例がきわめて少ない。圏内の環境
共生型住宅地の現状を鑑みると、へドニック価格
法による評価は困難であり、バイアスの軽減等、
手法について検討した上でCVMを適用すること
が望ましいと考えられる。
環境共生型住宅地の評価手法として適用する場
合には、「回答者に環境がどのようにとらえられ
ているのか、またどのような環境質に対して提示
された支払い意志額なのか」を調査することによ
り、被験者に住環境を再確認させて状況誤認バイ
アスを軽減するとともに、効用関数における環境
質Qを明確に定義してWTPの信頼性を高める必
要があるだろう。
また、住環境という限られた空間スケールであ
るため、住宅取得費用や管理費等を基準とし、住
環境と何らかの関連性を有する支払い手段を考案
するのが、支払い手段バイアスを軽減するための
有効な方法であると考えられる。また、事後的な
評価で被験者が環境変化を実際に体験しているた
め、居住者がどのような環境変化を体験している
のかを正確に把握できれば、評価対象を誤認する
というバイアスを軽減できる。 CVMを適用の際
には、以上の点に注意した上で調査票を作成し、
調査を実施することが望ましいと考えられるo
5.評価手法のまとめ
環境共生型住宅地の評価の枠組みとして3つの
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視点を示した。第一に環境共生型住宅地整備を住
環境整備事業として評価する視点、第二に「環境
共生型Jという整備手法の効果に対して評価する
視点、第三に住宅地の整備フ。ロジェクトとして事
業性を評価する視点である。第一、第二の視点で
は物的単位の評価指標を用いた物理的環境評価手
法、第三の視点では経済的評価手法の適用が望ま
しいと考え、各手法の住環境評価への適用性につ
いて検討した。物理的環境評価手法としては主と
して物的環境指標や地域住民の意識調査等の環境
指標を用いた評価手法が適しているといえる。経
済的評価手法としてはバイアスの存在等指摘され
ている手法論的な問題点をクリアした上でCVM
を適用していくことが望ましいと考えられる。
現在、国内の環境共生住宅について事後評価さ
れた事例は、福岡県北九州市の「マテール穴生」、
東京都武蔵野市の「ルミナス武蔵小金井Jがある。
両者ともに、入居者に対する満足度や問題点等を
アンケート調査によって把握するという方法を用
いている。
事後的な評価は、環境共生型住宅地において用
いられた各種の環境共生手法が、どのような効果
をもたらしたのかを把握するのに不可欠である。
各技術がどれだけ環境保全や環境改善の効果をも
たらしたのか定量化できれば、経済的手法を用い
て貨幣化し、それらに投じた費用と比較すること
が可能となる。このような事後評価の積み上げが
環境共生型住宅地の評価手法を構築していく上で
は重要なデータとなると考えられる。
6.おわりに
榊原・萩原 (1998c)では、環境共生型住宅地
という政策は、従来の福祉的な住宅政策でなく、
一定の住環境が担保された地域に導入されている
ことから、「効率性Jの視点からの評価が重要で
あるとの見解を述べた。
また、環境政策としてみても、環境保全・改善
技術の導入にかかる「環境共生コスト」と「環境
の質」のバランスをどうとっていくのかは、あら
ゆる環境問題のきわめて重要な命題である。この
「コスト」と「環境」の均衡点を明確にすること
は非常に難しい問題であるが、筆者らは「コスト
(投資)と環境の質を比較し、費用対効果から最
も住民の効用(満足度)が高い点が、望ましい環
境整備のあり方である」と考えている。そのため
には、
①「環境の質」を正確に把握・評価した上で、
②環境コストを正確に計上し、
③両者を費用対効果分析、もしくは費用便益分
析等によって比較を行う、
といった段階的な評価を行っていく必要がある。
環境共生型住宅地の評価手法として、唯一の解
があるわけではなく、本稿で述べた各種の環境評
価手法も、まだ研究段階で確立されていない手法
もあるが、政策評価の重要性が叫ばれるなかで、
その時々の目的に応じて適切な評価手法を用いる
べきであると考えている。
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Recently Ecological Housing Development， which is one of ecological planning， has 
been projected. Many kinds of techniques to conserve and to improve residential environ-
ment are introduced in Ecological Housing Development. The purpose of this study is to 
make a suggestion that several method of valuing environment can be applied to this area. 
The evaluation framework consists of two methods. The one is the evaluating envi-
ronment physically; the other is the economic method. Physical evaluating uses many in-
dexes that show environmental quality. Many cases conduct a comfort to live among res-
idents. 
Then economic method estimate monetary value of residential area. For instance， 
there are Contingent Valuation Method， Travel Cost Method， and Hedonic Cost Method. 
Each method has some methodological problem. However it is so important to esti-
mate of effect on environmental improvement of popularizing Ecological Housing. 
